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資 料

介護保険制度の住宅改修における「住宅改修が必要な理由書」を用いた
記述的研究：要介護度と理由書作成者の職種による違いの検討
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目的　介護保険制度で提供される住宅改修サービスにおいて， 申請者の特性や詳細な改修目的は

十分に報告されていない。本研究では， 住宅改修の事前申請制度に基づき保険者に提出され

る「住宅改修が必要な理由書（以下， 住宅改修理由書）」を用い， 住宅改修の申請実態を要介

護度と理由書作成者の職種の違いを踏まえて記述した。

方法　2015年度に東京都八王子市に申請された住宅改修理由書を用いた。申請状況として， 申請

者情報（年齢， 要介護度， 同居家族， 主疾患， 居住場所に関する情報）， 住宅改修の申請内容

（改善を期待する日常生活動作， 期待する効果， 改修内容）を抽出した。分析では， 申請者の

要介護度別および理由書を作成した専門職の職種別（介護支援専門員（居宅介護事業所等），

介護支援専門員（地域包括支援センター）， 社会福祉士， 保健師 / 看護師， 福祉住環境コー

ディネーター， 増改築相談員）に人数と割合を示した。

結果　1,652人を分析した。申請者は要介護 1 （30.2%）が最も多く， 入院中に申請している者は要

介護度 3 で最も多かった（33.3%）。住宅改修で改善を期待する日常生活動作は， 排泄は要支

援 1 で47.2%， 要介護4/5で57.8% と重度要介護者で割合が高く， 逆に外出・階段昇降では低

かった。入浴は要介護 1 が58.1% と最も高かった。住宅改修で期待する効果は， どの要介護度

でも転倒等の防止・安全の確保， 動作の容易性の確保， 申請者の精神的負担 / 不安の軽減が高

かった。できないことをできるようにする， 介護者の負担軽減は， 要介護度が高いほうが該

当者が多かった。また職種別の結果では， できないことをできるようにすると回答した割合

は， 排泄・入浴・外出では介護支援専門員（居宅介護事業所等）， 階段昇降・屋内移動では社

会福祉士で割合が高かった。介護者の負担軽減は， どの日常生活動作でも増改築相談員で割

合が高かった。住宅改修内容は， どの要介護度でも手すりの設置が多くを占めていた。

結論　住宅改修の申請内容は， 要介護度によって異なっていた。また， 住宅改修に期待する効果

には理由書作成者の職種による違いがあった。要介護度によって異なるニーズを踏まえた制

度設計が必要であるとともに， 専門職の連携を促進する上では， 各職種の考え方の違いをお

互いが理解する場が必要と考える。
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Ⅰ 緒 言

介護保険制度における住宅改修サービスは， 地域

包括ケアシステムの一端を担う1)。しかし， その全

国的な統計は， 介護サービス施設・事業所調査には

含まれておらず2)， 介護保険事業状況報告の内容

も， 件数， 給付費等に留まる3)。また， 市町村単位

の報告は2000年代に多く実施されてきたが4～6)， 近

年は非常に少ない。加えて海外においても， その提

供体制は医療保険制度， 税財源による補助金など

様々であり7,8)， 介護保険制度における住宅改修に

関する報告は限られている。

日本の住宅改修サービスは， 5 種類のサービス

（手すりの設置， 段差の解消， 床材の変更， 扉の取
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替え， 便器の取替え）が， 1 人原則20万円まで利用

可能である9)。同サービスは， 不正請求等の問題か

ら2006年に事前申請制度が導入され9)， 改修工事前

に「住宅改修が必要な理由書」（以下「住宅改修理

由書」とする）を提出し， 保険者である自治体の承

認を得る必要がある。そのため， 住宅改修理由書に

は， 改修の計画と見通しが記載されており， その申

請実態を把握するには最良の情報源である。しかし

その多くは， 紙媒体で自治体に保管されており， 分

析可能な形になっていない。近年， 日本では医療・

介護レセプトを用いた研究が進められているが10)，

介護レセプトで把握できる住宅改修サービスの内容

は， 利用時期や費用等の限られた情報に留まる。

よって， 住宅改修理由書の記載内容を記述すること

は， 今後さらに進むビッグデータ研究を解釈する上

でも有用と考える。

そして， 申請者や理由書作成に関わる専門職の違

いを踏まえて住宅改修の申請内容を把握することも

重要である。申請者が利用できる改修は， 要介護度

によらず同一であるが， 心身機能の変化に伴って住

環境と心身機能とのミスマッチが生じることを考え

ると11)， 住宅改修に対するニーズは要介護度によっ

て異なる可能性がある。また， 住宅改修に主に関わ

る介護支援専門員は， 住宅改修に対する苦手意識と

多職種連携に対する課題意識があることが指摘され

ており5,12,13)， 各専門職に対する教育と連携方法を

検討する上では， 職種横断的な基礎統計が必要であ

る。本研究では， 申請者の要介護度， 理由書作成者

の職種の違いを踏まえて住宅改修の申請実態を示す

ことを目的とする。

Ⅱ 方 法

1. 対象地域・対象者
2015年度に東京都八王子市で住宅改修理由書を提

出した申請者1,667人のうち， 要介護度が欠損して

いる15人を除いた1,652人を分析対象とした。

2. データ収集方法
東京都八王子市と一般財団法人 医療経済研究・

社会保険福祉協会 医療経済研究機構の共同研究協

定に基づいてデータを取得した。まず， 八王子市担

当者が， 紙媒体で保管されていた住宅改修理由書の

個人情報（申請者の氏名， 被保険者番号， 住所， 申

請書作成者の氏名・連絡先）を削除し電子化した。

医療経済研究機構の研究員は， 個人情報が記載され

ていない PDF データを受け取り， 記載内容を転記

した csv データを作成した。データのカテゴリ化が

必要な項目は， 医療系国家資格を持つ研究者 1 人と

研究補助者 1 人がダブルチェックを行うとともに，

他の自由記述内容と見比べて内容の齟齬がないかを

確認し， データの信頼性の担保に努めた。

3. 調査項目（Appendix 1）
調査項目は， 申請者の個人属性， 居住場所に関す

る情報， 理由書を作成した専門職に関する情報， 住

宅改修申請内容である。申請者の個人属性は， 年

齢， 要介護度， 家族形態， 主疾患， 申請時の入院状

況とした。居住場所に関する情報は， 家屋形態， 居

室の占有状況， 居住階であった。このうち主疾患は

自由記載のため， 解答欄の最初に記載されていた回

答に基づき分類し， 全体での割合が高かった上位 5
疾患のみを結果に記載した。

理由書を作成した専門職に関する情報は， 職種，

事業所種類， 作業療法士/理学療法士（Occupational 
Therapist/Physical Therapist（OT/PT））の助言の有

無を用いた。職種は自由記載のため， 解答欄の最初

に記載されていた回答に基づき分類した。事業所種

類は， 所属事業所名をもとに， 介護サービス情報公

表システム14) と各事業所のホームページを用いて

分類した。なお， 住宅改修理由書を作成する専門職

は， 厚生労働省の通知において「基本的には居宅

サービス計画等を作成する介護支援専門員および地

域包括支援センターの担当職員とする」と定められ

ているが15)， 別途自治体が規定している。八王子市

の規定では， 上記に加え， 理学療法士， 作業療法

士， 福祉住環境コーディネーター検定試験 2 級以

上， 財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援セン

ターの認定している増改築相談員・マンションリ

フォームマネジャーと定められている16)。

住宅改修申請内容は， 改善を期待する日常生活動

作， 住宅改修に期待する効果， 改修内容を用いた。

改善を期待する日常生活動作は， 排泄， 入浴， 外

出， 階段昇降， 屋内移動を用いた。八王子市の住宅

改修理由書様式は17)， 厚生労働省の標準様式15) に基

づき， 3 種類の動作（排泄， 入浴， 外出）を軸に構

成されている。今回はさらに「その他」の内容を分

類し， 最も多かった階段昇降と屋内移動を追加し

た。加えて， 八王子市の理由書様式に設定されてい

る各日常生活動作の詳細項目（排泄 6 項目， 入浴 7
項目， 外出 6 項目）17) を用いた。住宅改修に期待す

る効果は， できなかったことをできるようにする，

転倒等の防止・安全の確保， 動作の容易性の確保，

申請者の精神的負担や不安の軽減， 介護者の負担軽

減の 5 種類だった。改修内容は， 介護保険制度で提

供される 5 種類を用いた。

4. 分析方法
申請者の情報は， 要介護度別および理由書作成者

の職種別に人数と割合を示した（表 1）。次に， 住
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宅改修で改善を期待する日常生活動作・住宅改修に

期待する効果の要介護度別（図 1）， 理由書作成者

の職種別（図 2）の人数と割合を示した。さらに，

住宅改修で改善を期待する日常生活動作の詳細につ

いて要介護度別および住宅改修の内容別に人数と割

合を示した（表 2）。なお， 要介護 5 の申請者は49
人（2.9%）と人数が限られていたため， 要介護4/5
は合わせて分析した。また， 職種別の分析では， 職

種のデータが欠損していた60人および建築士 1 人

は除外した。さらに， 介護支援専門員は， 居宅介護

事業所と地域包括支援センターとでは制度的な位置

づけから対象者が異なっているため， 介護支援専門

員（居宅介護事業所等）， 介護支援専門員（地域包

括支援センター）に分けて分析した。分析には，

IBM SPSS Statistics ver25.0を用いた。

5. 倫理的配慮
住宅改修理由書データは， 市担当者が個人情報を

削除した上で， 研究者は匿名化された情報を取得し

た。本研究は， 一般財団法人 医療経済研究・社会

保険福祉協会 医療経済研究機構の倫理委員会の承

認を得て実施した（2-003-承 1；2021年 1 月20日）。

Ⅲ 報 告 内 容

1. 申請者の基本属性
住宅改修理由書に記載された申請者の情報を表 1

に示す。分析対象者1,652人のうち75–84歳が45.0%
を占めた。要介護度別の割合は， 要介護 1 が

30.2%， 要支援 1 で22.6% の順で高かった。主疾患

は， 対象者全体では関節疾患の割合が最も高く， こ

のうち要介護度別では， 要支援 2 が39.7% で最も高

かった。脳血管疾患は， 対象者全体では15.3% で，

要介護 3 で29.4% と最も高かった。また申請時に入

院中である者が要介護度 3， 4/5 で高かった（要介

護 3：33.3%， 要介護 4/5：32.2%）。

職種別では， 介護支援専門員（居宅介護事業所

等）が49.1%， 介護支援専門員（地域包括支援セン

ター）が9.0% で， 介護支援専門員が約半数の申請

を行っていた。介護支援専門員（地域包括支援セン

ター）， 社会福祉士， 保健師/看護師は， いずれも要

支援者が対象者の 8 割を占めるのに対し， 介護支援

専門員（居宅介護事業所等）， 福祉住環境コーディ

ネーター， 増改築相談員では要介護 1 の者が多かっ

た。また， 介護支援専門員（居宅介護事業所等）と

増改築相談員では， 要介護 4/5 の者がそれぞれ

14.7%， 13.4% であり， 他と比較して割合が高かっ

た。主疾患は， どの職種でも関節疾患， 脳血管疾

患， 骨折の 3 疾患が上位を占めた。申請時状況が入

院中である者の割合は， 介護支援専門員（居宅介護
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事業所等）， 増改築相談員でそれぞれ13.4%， 14.9%
と高かった。また OT/PT の助言は， 介護支援専門

員（居宅介護事業所等）で31.4% と最も高く， 他の

職種では2.9% から14.7% と低かった。

2. 住宅改修で改善を期待する日常生活動作と住
宅改修に期待する効果（要介護度別）

住宅改修で改善を期待する日常生活動作の要介護

度別の結果を図 1 A， 日常生活動作の詳細を表 2 に

示した。分析対象者全体での割合は， 外出53.6%，

入浴51.9%， 排泄51.4%の順で該当者の割合が高かっ

た。要介護度別では， 排泄は， 要介護 3， 4/5 で割合

が高く（要介護 3：58.7%， 要介護 4/5：57.8%）， 便

座への着座・車いす等からの移乗， トイレまでの移

動， トイレ出入口の出入りが要介護 2～4/5 の要介護

者で多く申請されていた。入浴は， 要介護 1 が

58.1% と最も高く， 浴槽の出入り， 浴室出入口の出

入りが， 要介護 1 の者で多かった。外出は， 要支援

1 の割合が最も高く， 出入り口から敷地外までの屋

外移動， 上がりかまちの昇降を理由に要支援者が申

請していた。階段昇降も要支援 1 が最も割合が高

かった。屋内移動は， 要支援 2 でわずかに割合が低

い以外は， 要介護度による差は小さかった。

図 1 要介護度別の住宅改修で改善を期待する日常生活動作・住宅改修に期待する効果の割合（A．改善を期待す

る日常生活動作， B．住宅改修に期待する効果）
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住宅改修に期待する効果は（図 1 B）， すべての

日常生活動作において転倒等の防止・安全の確保，

動作の容易性の確保， 申請者の精神的負担や不安の

軽減が高かった。要介護度別では， できなかったこ

とをできるようにする， 介護者負担の軽減と他 3 項

目では分布の形が異なっていた。割合が最も低い項

目と高い項目に着目すると， できなかったことをで

きるようにするでは， 階段昇降を除いて要支援 1 が

最も低く， 要介護 4/5 が高かった。階段昇降におい

ても， 最も低かったのは要支援 2 で， 要介護 4/5 が

高かった。また， 介護者の負担軽減では， 排泄・入

浴・外出においては要支援 1 が最も低く， 要介護

4/5 が最も高かった。階段昇降・屋内移動において

も要支援 1 が最も低かったが， 最も高い割合を示し

たのは要介護 3 であった。次に， 転倒等の防止・安

全の確保， 動作の容易性の確保， 申請者の精神的負

担や不安の軽減では， 排泄・入浴で最も割合の高い

要介護度は異なっており， 排泄では順番に要介護

1， 要支援 2， 要介護 2， 入浴では要介護 2， 要支

援 2， 要介護 1 であった。一方外出では要支援 2，
階段昇降では要支援 1， 屋内移動では要介護 1 が最

も割合が高かった。

図 2 職種別の住宅改修で改善を期待する日常生活動作・住宅改修に期待する効果の割合（A．改善を期待する日

常生活動作， B．住宅改修に期待する効果）
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さらに， 日常生活動作の詳細別の改修内容は（表

2）， すべての生活動作において手すりの設置の割

合が高かった。また， 出入り動作（トイレ出入口の

出入り， 浴室出入口の出入り， 等）や移動（トイレ

までの移動， 浴室までの移動， 等）で， 手すりの設

置， 段差の解消， 扉の取替えが行われていた。

3. 住宅改修で改善を期待する日常生活動作と住
宅改修に期待する効果（職種別）

住宅改修で改善を期待する日常生活動作の職種 
別の結果では， 排泄（48.3～53.4%）， 入浴（41.8～
60.3%）， 外出（52.4～60.4%）はどの職種でも約半

数の者が該当した。階段昇降は他に比較し職種間の

差が大きく， 最も割合が低い介護支援専門員（居宅

介護事業所等）の12.8% に対し， 社会福祉士では

34.9% であった。

職種別の住宅改修に期待する効果は， できなかっ

たことをできるようにすると回答した割合が， 排

泄・入浴・外出は介護支援専門員（居宅介護事業所

等）で最も高く， 階段昇降・屋内移動では社会福祉

士が高かった。また， 介護者の負担軽減は， 日常生

活動作によらず一貫して増改築相談員が最も高く，

次に介護支援専門員（居宅介護事業所等）が高かっ

た。転倒等の防止・安全の確保， 動作の容易性の確

保， 申請者の精神的負担や不安の軽減については，

各職種の特徴は認めなかった。

Ⅳ 考 察

本研究では， 住宅改修理由書を用いて住宅改修の

申請実態について記述した。近年， これらの申請実

態については報告されていない中で， 本研究は， 要

介護度や理由書作成に関わる専門職に基づく違いを

考慮する上で重要な資料と考える。

住宅改修申請者は， 要支援 1～要介護 1 の者・後

期高齢者が多く18)， 八王子市の2015年時点の要介護

認定者の割合と比較しても（表 1）19)， 要支援 1， 要

介護 1 は申請者が多く， 要介護 4/5 では低いという

結果であった。しかし， 要介護 4/5 などの重度要介

護者の半数は施設に入所していることから20)， 住宅

改修は重度要介護高齢者においても一定程度利用さ

れていると考えられる。また住宅改修申請者のう

ち， 要介護 3 で脳血管疾患の者が多いのは， 要介護

度による疾病像の違いから説明できる21)。そして重

度要介護者では， 入院中に住宅改修を申請する者が

多いことから， 脳血管疾患等の要介護者の退院支援

において， 住宅改修は一定の役割を担っていると考

えられた。

住宅改修で改善を期待する日常生活動作は， 要介

護度別の特徴があった。排泄動作は， 重度要介護者

で， より改善を期待する日常生活動作とされてい

た。1 日に複数回発生する排泄動作は， 介護サービ

スですべてに対応できず， 介護者による介助が必要

となるためと考えられる22)。入浴動作は要介護 1 で

最も多く， 重度要介護者は訪問入浴や通所サービス

等を利用するため2)， 自宅での入浴ニーズが少ない

と考えられる4)。一方， 外出・階段昇降では要支援

1 の割合が高く， 出入口から敷地外までの屋外移動

や上がりかまちの昇降に対する改修が計画されてい

た。これは， 日本家屋の玄関はバリアとなりやす

く， 要支援者での改修が多いためと考えられる23)。

しかし， 割合としては低いが， 要介護者でもこれら

の動作に対する改修が申請されており， 訪問入浴や

通所サービス時には定期的に外出する必要があるこ

とから， 要支援者での住宅改修を計画する際にも，

要介護状態を見越した玄関の改修計画が必要と考え

られた。

住宅改修に期待する効果は， すべての要介護度で

該当者が多い項目（転倒等の防止・安全の確保， 動

作の容易性の確保， 申請者の精神的負担や不安の軽

減）と， 重度要介護者で該当者が多い項目（できな

かったことをできるようにする， 介護者の負担軽

減）という異なる傾向があった。重度要介護者で該

当者が多い項目は， 重度要介護者では対象動作を実

施できない者が一定の割合を占めること， また介護

者の介助が必要な場面が増えるためと考えられた。

できなかったことをできるようにするとは， 実際の

生活上で行える日常生活動作を増やすことを指し，

日常生活動作能力や介護者の負担感は施設入所に影

響することから24)， 住宅改修は要支援者だけでなく

中等度・重度要介護者も含めた在宅期間の延長とい

う役割が期待されていると考えられる。

さらに， 様々な職種が関わるという住宅改修の特

徴を踏まえ25)， 本研究では申請状況の違いを職種別

に把握した。その結果， 改善を期待する日常生活動

作のうち， 排泄・入浴・外出は， どの職種でも一定

割合該当していたが， 階段昇降は社会福祉士で高

かった。社会福祉士が担当している申請者は， 戸建

て住宅の 2 階が主な居住場所である者が多かったこ

とが理由の一つと考えられる。 2 階が主な居住ス

ペースである場合の住宅改修は， より複雑となるこ

とが予想されるが， 社会福祉士が OT/PT からの助

言を受けている割合は4.8% と低い。OT/PT からの

助言を受けている割合は， 住宅改修に対する苦手意

識と多職種連携に対する課題意識があることが指摘

されている介護支援専門員5,12,13) のほうが高く， そ

れ以外の職種のほうが OT/PT と連携していない実

態が示された。地域包括支援センターは要支援者が
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対象であり， 相談の必要性が低かった可能性も考え

られるが， 社会福祉士を含む地域包括支援センター

職員と OT/PT の連携体制について更なる検討が必

要である。加えて， 住宅改修に期待する効果を見比

べると， 増改築相談員では， できなかったことをで

きるようにすると回答した割合が低く， 介護者負担

の軽減が非常に高いという特徴があった。住宅改修

では， 時に対象者の自立性と家族介護者の負担の軽

減のどちらを目的とするかでコンフリクトが生じる

ため26)， 増改築相談員では家族介護者の負担の軽減

に重きが置かれている可能性がある。多職種の連携

を進める上で， 地域ケア会議を活用した連携の促進

などの取り組みが紹介されているが27)， そのような

場が， 対象者の自立性と家族介護者の負担軽減のコ

ンフリクトに対する各職種の考え方の違いなどをお

互いが理解する場となることが必要である。

本研究にはいくつかの限界がある。まず本研究は

住宅改修理由書の内容を横断的に記述しており， 抽

出された特徴についての因果を示すものではない。

また， 住宅改修サービスは， 特定の条件下では複数

回実施することができるが， 2015年より以前に対象

者が実施した住宅改修内容を考慮できていない。次

に， 本研究では， 2015年度の住宅改修理由書を利用

しており， 新型コロナウイルス感染症の影響や，

2024年 3 月に発表された「介護給付費適正化におけ

る住宅改修等の点検および福祉用具購入・貸与調査

の取組促進に向けた手引き」27) などの運用により，

近年新たな変化が生じている可能性がある。加え

て， 理由書を記述した者の職種は自由記述のため，

複数の資格を保有していることを考慮できていな

い。さらに， 本研究は八王子市のデータを使ってお

り， すべての地域に一般化できるものではない。特

に住宅改修内容は住居の構造の影響を大きく受ける

ため， 本研究結果を一般化可能な範囲は， 首都近郊

の地域と考えられる。

Ⅴ 結 語

本研究では， 介護保険制度の住宅改修理由書を用

い， 住宅改修申請者の申請実態を申請者の要介護度

別， 理由書作成者の職種別に記述した。その結果，

住宅改修の申請内容は， 要介護度によって異なって

いた。住宅改修サービスの提供にあたっては， 要介

護度の違いを踏まえた制度設計が必要であり， 専門

職間の連携を促す上では各職種の考え方の違いなど

をお互いが理解する場が必要である。

本研究のデータ収集にあたっては， 八王子市役所ご担

当者の多大なるご協力を頂きました。また分析にあたっ

ては， 阪本 誠様（理学療法士）， 藤田 あゆみ様（理学療

法士）にアドバイスを頂きました。そして本研究は，

2021年度三菱財団の研究助成により実施致しました。こ

の場を借りて深く御礼申し上げます。なお， 本資料の著

者全員において， 開示すべき COI 状態はありません。
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Appendix 1 調査項目のカテゴリ

項目名 カテゴリ

申請者の個人属性

年齢 40–64歳， 65–74歳， 75–84歳， 85歳以上

要介護度 要支援 1， 2， 要介護 1， 2， 3， 4/5
家族形態 夫婦のみ， 単身， 夫婦のみ・単身以外

主疾患 関節疾患， 脳血管疾患， 骨折， 認知症， がん

申請時の入院状況 在宅， 入院中

居住場所に関する情報

家屋形態 戸建て， 集合住宅

居室の占有状況 専用， 共用

居住階 1 階， 2 階以上

理由書を作成した専門職に関する情報

職種
介護支援専門員， 社会福祉士， 保健師/看護師， 福祉住環境コーディネーター，
増改築相談員

事業所種類
地域包括支援センター， 居宅介護事業所， 福祉用具貸与・販売， リフォーム会
社， 他介護事業所

作業療法士 / 理学療法士の助言 あり， なし
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Examining the application forms of housing adaptations in the Japanese long-term 
care insurance system by care need level and professional type: A descriptive study

Rumiko TSUCHIYA-ITO*,2*, Satomi KITAMURA*, Tomoyuki OTA3* and Shinji HATTORI*

Key words : aging in place, long-term care insurance, housing, activities of daily living

Objectives　Statistical data on housing adaptation services provided by Japanese long-term care insurance are 
limited. We described the application status by analyzing the application forms of housing adaptation ser-
vices based on differences in care need levels and health and social welfare professional types.

Methods　We obtained data from the application forms of housing adaptation services in Hachioji City, Tokyo in 
fiscal year 2015. The variables were individual factors (age, care needs level, family status, primary dis-
ease, and information about housing) and detailed content of the applied housing adaptations (daily 
activities expected to improve, expected effects, and types of housing adaptations). We described the 
number and percentage of individuals according to care need level and type of professional; care manag-
ers (long-term care agencies), care manager (community comprehensive support centers), social work-
ers, public health/registered nurses, housing environment coordinators, and certified housing renovation 
specialists.

Results　 We analyzed 1,652 participants. The participants were mostly in care needs level 1 (30.2%), and indi-
viduals in care needs level 3 (33.3%) applied for housing adaptation during hospitalization. Regarding 
the daily activities expected to improve, individuals requiring severe care needs likely aimed for toileting 
(care support level 1; 47.2%, care need levels 4/5; 57.8%) but less likely to expect to improve going out-
side and up and down the stairs. Individuals with care needs level 1 expected the greatest improvement in 
their bathing activities (58.1%). Regarding the expected effects, “fall preventions,” “improved ease of 
activities,” and “reducing the applicant’s mental burden and anxiety” were crucial regardless of their care 
need levels, and “enabling what cannot be done” and “reducing the burden on caregivers” were more 
likely to be expected in individuals with more severe care needs. Regarding professional differences, the 
highest percentages of “enabling what cannot be done” were for care managers (long-term care agency) 
in toileting, bathing, and going outside, and social workers in getting up and down the stairs, and moving 
indoors. The certified housing renovation specialists emphasize on “reducing the burden on caregivers.” 
The most common type of housing adaptation was the installation of handrails or grab bars.

Conclusion　 Housing adaptations differ depending on applicants’ care needs and professional types. A system 
that considers the different needs should be designed depending on their care need levels and professional 
types and has a place in which each profession can understand the differences. 

*  Institute for Health Economics and Policy, Association for Health Economics Research and 
Social Insurance and Welfare

2*  Dia Foundation for Research on Ageing Societies
3*  The Hyogo Institute of Assistive Technology


